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要　旨

　本稿は次世代医療基盤法（2018年 5月施行）に伴う医療情報の社会的役割の変容を考察する．20世紀末ま
でカルテに代表される診療記録は，主に医療目的の使用であった．しかし診療記録の IT化に伴い，ビッグ
データ解析のような情報集積による医療研究が技術的に可能となる．そこで上記の法により，医療研究を
発展させるべく個人情報保護法の例外として診療記録の二次利用を法的に許容させたのである．
　よって本稿は，①診療記録を集積し研究へ二次利用することに伴う，カルテの存在意味の変容，②診療
記録とそれを利用する医師，患者，集積データ管理者や加工者，との関係性の変容，の二点を議論する．
議論にあたり，社会学と経済学の交換理論を援用する．カルテの価値が交換過程―売買を含む―を通
じ変化する点を考察可能とするからである．したがって本稿は，診療情報をめぐるある種の資源化と商品
化に関する事例研究として位置づけられるだろう．

1．はじめに: 医療情報の資源化とは

　ITの普及に伴い個人情報が資源化されている．Amazonや楽天のネット通販，Suicaや ICOCA等
の交通系 ICカード，JCBやMasterといったクレジットカードにおける個々人の利用記録を利活用
するよう資源としてとらえ直されてきているからだ．集積された上記のような情報を「資源」とし
てビッグデータ解析や顧客の分析へと利活用すれば，構造的な問題や人々の行動や思考の傾向を把
握することが可能となり，新たな商機，ビジネスモデル，そして都市や行政問題に対する解決策が
見出される可能性が高いと考えられている．そのため，企業，政策立案者，研究者等がその利用に
バラ色の未来を描いている．
　その様な風潮下，究極の個人情報とも言われる「診療録」―カルテ―も例外ではない．なお
診療録の他に看護記録，処方箋，画像データ等を含めたものは「診療記録」と呼ばれている．本稿
は診療録や診療記録といった医療情報が日本において資源化されていく過程とその社会学的な意味
を概説する．
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　そもそも診療録とは何であろう？それは医師法 24条により　「医師は，診療をしたときは，遅
滞なく診療に関する事項を診療録に記載しなければなら」ず，更にその診療録ならびに「その他の
診療に関する」記録は，五年間その医師が「保存しなければならない」と定められている．つまり，
医師の診察行為の記録である．だが患者の記録であっても，診療録の開示が裁判で争われてきたよ
うに，2000年代に入るころまでは，患者自身のカルテ閲覧は非常に稀なものであった．法的にも
医師の備忘録的と位置づけられたり（例えば，開原，1998，37），患者の閲覧を可能とする医師と
患者の「共用」という解釈の主張がなされたり（前田， 2005）した経緯がある．換言すれば，医師が
診察のために自らの診療行為を記録することを目的としており，患者自身が閲覧するのみならず，
医師と協働するであろう看護師や薬剤師などの他の医療従事者にしろ，異なる機関に所属する医師
らにしろ，相互に診療録を利用する事態を想定していなかったと言えよう．
　しかし本稿がこれから論じるように，医療情報の電子化により，その慣習は大きく変革を迫ら
れている．先進国においては，診療録の電子化は 90年代末ころから開始され，00年代において政
策的な介入が大きくなされるようになった．日本の場合でも，厚生労働省のイニチアチブの下で
1998年には「診療録の電子媒体による保存について」が発せられ，紙媒体のみならず電子媒体でも，
診療の記録が認められるようになった．2001年の「保健医療分野の情報化に向けてのグランドデ
ザイン」になると，国全体として診療報酬（レセプト）と診療録（カルテ）の電子化に向けて大きく舵
を切っていった．
　ではなぜ電子化が資源化に結び付くのであろうか．医療機関の記録が電子化されるだけでは，90
年代半ばまでの会社で見られたようなビジネス記録が手書きからワープロへ変化した程度の影響力
しか持たない．他方，国鉄・JRが IT時代の先駆けとして設置した「みどりの窓口」のように，全
国の如何なる列車でも切符の予約や購入ができる電子システム・ネットワークが作られれば，その
社会的なインパクトは大きい．現下の日本の診療記録の電子化は，地域においては「みどりの窓口」
化と「じゃらん」の旅予約サイトのように，個々人がアクセス可能になる方向で動いている．なぜ
なら 2010年代前半に策定された「地域医療構想」と「地域包括ケア」は，超高齢社会に医療と介
護福祉を適合すべく，地域の医療や介護の機関同士の連携強化を企図したものだが，その際に注目
されたのが，医療・介護情報の電子ネットワーク化による共有だったからである．つまり各医療や
介護施設が「みどりの窓口」となり，双方にデータの入力や閲覧を行い，患者の治療とケアにおけ
る連携の効率化を図るのだ．更に一部の地域では「じゃらん」サイトのように，個々人も自ら一定
の情報を利用したり入力したりすることが可能となってきているのだ．
　以上のような診療記録の電子ネットワーク化は，患者自身の便宜を目的とした活用といえる．そ
こで本稿では―医療情報分野の慣例にも従い―「一次利用」と呼ぶ．
　だが冒頭に記したように診療記録の活用は，この範疇には留まらない．集積データを利活用して
研究やビジネスに応用する方向に進んでいるのである．これを「二次利用」と呼ぶ .
　医療情報の一次利用と二次利用においては，その資源化のレヴェルが大きく異なる．そこで本稿
では，二つに分けた形で議論を進める．具体的には，Ⅱでは「一次利用」の展開と診療録・診療記
録の資源化を議論する．Ⅲにおいては「二次利用」を扱う．2018年に二次利用を大きく進展させ
る法律が施行されたばかりなので，その政策的な意図を含めて，今後は何が展開しうるのかを概説
する．その上で集積された医療情報の資源化とは如何なるものであるかを展望する．最後にⅣでは，
本稿で概観した診療録・診療情報の資源化について総括する．
　なお情報を含めて物品が「資源」となる際には，いわゆる「使用価値」と「交換価値」，特に後者の「交
換価値」が重要な側面を持つ．経済学や社会学に馴染みのない読者のために，鉛筆を例にして簡単
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に説明をしておこう．鉛筆が個人の所有物で個人が利用するだけならば，鉛筆は「書ける」という「使
用価値」に留まる．一方その鉛筆が「資源」として他者に利用されるには，他者がその鉛筆に対し
て何らかの価値を見出し，それを取得・交換したいというニーズ・欲求―すなわち「交換価値」
―が生じなくてはならない．さもなければ，鉛筆は所有者の手元で使用されるのみに留まる．こ
れから論ずるように，医療情報の電子化に伴う一次・二次利用の発展は，診療録・診療記録の使用
価値と交換価値の変容を迫るばかりか，記録の交換によって生成される人間関係にも大きな影を落
とすと考えられている．したがって本稿では資源化を考察するにあたり，経済学と社会学と人類学
で主に用いられるMauss （1925/2002）の「交換理論」も若干は触れられることに留意されたい．
　序章を締めくくるにあたり，日本が多少なりとも参考にした英国の医療情報政策について簡単に
触れることで，本稿が持つ意義と限界を指摘しておきたい．英国では医療情報の一次利用と二次利
用に関する政策を日本より 10年ほど早く展開している．Information for Health （1998―2005） にお
いては，一次利用が主眼の政策が展開された．地域の中核病院と町の診療所の連携が乏しかったた
め，電子カルテを通じたネットワーク化により，医療サービスの連携を促進させようとした．しか
し多くの要因により，結果は芳しくなかった． そこで後続のConnecting for Health （2005―2013）
ならびにCare dot Data （2013―2016） が採用され，医療情報のネットワーク化の促進を成功させる
べく Information for Healthの政策的内容を継続する一方で，診療情報の二次利用にも大きく踏み
込む政策も展開していった．つまり電子化によって集積された診療情報を利活用し，創薬開発から
医療マネジメントを含めた医療産業と医療サービスの向上を企図したのである．しかしながら市民
運動，政権交代，現場の混乱，そして何よりもCare dot Data制作に対する社会的に大きな不信と
反発の醸成という要因を経て，成功裏とは言えない―むしろ失敗という―結果に終わった．次
の四度目の改革では，Care dot Dataにおける心配の反省から，NHS Digital （2016―） という医療情
報を安全に管理する体制が整備され，更にNHS Digitalがデータを二次利用に提供する際には，市
民の信頼と透明性を担保にするシステムも導入された．その結果，英国の医療情報の一次利用と二
次利用は，日本より何歩も先に進み始めたのである．本稿における考察範疇ではないため，これ以
上の詳述は避けるが，政策が採択されることと，現実に医療情報の電子化と資源化が発展すること
とは別であることは，この英国の事例が示すことは確かであろう．したがって，このような結果が，
日本でもありうることは，心にとめて本稿の議論を参考にされたい．

2．診療情報の電子化の一時利用とその資源化

　診療録は，まずもって患者自身のために利用される．それを一次利用と呼ぶが，はたして電子化
されても，医師の備忘録という特質に留まったのであろうか．
　医療機関における診療録の役割は，電子化が進展した 2000―10年代において大きく変容した．
それを端的に示すのが，2017年に発表された日本診療情報管理学会の「診療情報の記録指針」で
あろう．［表 1］に示すように，診療録は備忘録から「公的文書」だと捉えなおされ，且つ，医師
と他の医療従事者に「共有」されるという位置づけとなったのである．すなわち診察を担当して記
録を行う医師が利用する情報から，診療に関わる医師とそれ以外の人びと―例えば患者の家族や
薬剤師―も閲覧する情報へと変わったのである．
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［表 1］　診療情報の記録に関する一般原則

1．診療の事実を情報として正確に記録する原則

2．チーム医療の実践のために多職種で情報を共有する原則

3．開示請求の対象となる公的文書であることを踏まえた原則

4．診療情報として必要な記録が安全に管理され，有効に活用される原則

（日本診療情報管理学会，2017， 6―7より筆者が作成）

　その変容の一大要因として，チーム医療の推進が挙げられる．2000―10年代において診療情報の
電子化と並んで展開した医療改革の要とは「チーム医療」である．これは医師と他の医療従事者が
協働しながら医療行為の実践を推進するものである．医療施設の中で医師，看護師，管理栄養士，
理学療法士などの協働を促進することが，医療の向上につながると考えられ，「我が国の医療の在
り方を変え得るキーワードとして注目を集めて」（厚生労働省， 2010）きた．そのチーム医療の必須
アイテムとして挙がったのが医療情報の電子化であり，日本診療情報管理学会（2017，13）でも「よ
り合理的で質の高い医療の実現に貢献している」と位置付けている．
　換言すれば［表 1］の項目 2が示すように，患者に対する「チーム医療」を実践すべく，診療録・
診療記録がある種の共有財になったのである．紙媒体では複写の量と保管に甚大な手間と場所がか
かるため，その様な診療記録の共有は非常に困難であった．しかし電子化・ICT化された記録にお
いては，端末の配布と業種ごとにアクセス権の管理を行えば，その業種にとって必要な情報共有は
いとも簡便に可能となる．すなわち電子化とチーム医療は，相互に影響しながら進展し，診療録は
各専門職で交換される「情報資源」として活用されるようになったと言えよう．
　医療従事者の間で診療情報が「情報資源」として活用されるのは，同じ医療施設内にとどまらな
い．なぜなら 2010年代に矢継ぎ早に採用された「地域医療構想」と「地域包括ケア」という国家
戦略により，一つの機関内における情報共有ではすまされなくなったからである．
　厚労省の掲げた「地域医療構想」と「地域包括ケア」とは，一言で言えば，医療・介護・生活支
援を地域のニーズに合わせて構築する「ネットワーク」（二木， 2015，7）のことである．具体的には［図
1］が示すように，医療と介護と生活支援サービスを各地域で一体化して提供する制度設計を目指

［図 1］　地域包括ケアシステム
（厚生労働省，2015）
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している．そのサービス連携モデルを示すのが［図 2］である．そこでは病院と診療所といった医
療機関同士の連携のみならず，在宅型の訪問看護，薬剤師，デイ・ケアのサービス供給者，特別養
護老人ホームや介護老人保健施設といった介護サービス事業者の連携も含まれている．
　その地域連携の際，ITの活用が伴うのである．例えば「在宅医療」を視野に入れる際には，医
療情報を「共有する仕組みが必要」となってきており，それらを「連携」させるシステムとして電
子化されたネットワークは有用（瀬戸， 2016a, 104―5）と考えられている．島田（2017，11）によれば，
経営学と情報学の知見からすると，地域包括ケアに必要な「連携」には，「ICTの活用が欠かせない」
と考えられているのだ．
　各医療従事者や機関からも，その様な実情が報告されている．例えば長野（2016）は大学病院の医
療サービス向上の視点から，瀬戸（2016b）は看護師の役割の視点から，それぞれ診療情報の連携的
な活用の必要性を論じている．また患者自身がPHR（personal health record）と呼ばれる，自身の
健康情報を提供，収集，保存，活用する方向性も模索されてきている（瀬戸，2016b，110―112）．
それは患者が医院のカルテを閲覧したり，自身の体重や血圧やスポーツジムでの運動記録をアップ
ロードしたり，患者の親の介護日誌を閲覧したり，といった利用である．
　この政策に応じて地域単位では，診療記録の電子ネットワーク化が徐々に進展している．宮城の
「みんなのみやぎネット」，滋賀の「びわ湖メディカルネット」長崎の「あじさいネット」，沖縄の「津
梁ネットワーク」などが好例だろう．例えば「みんなのみやぎネット」においては，情報ネットワー
クを通じて，乳がん治療の地域連携や，薬剤師からの疑義照会（医師の処方箋の誤謬の可能性を指
摘すること）のみならず，患者の服薬に関する医師へのフィードバックといった地域の医療従事者
間における連携が進展している（中山， 2018）．

［図 2］　地域包括ケアにおける医療・福祉連携モデル
（松田， 2015，53）
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　また，これらのネットワークにおいては，患者への直接的な還元も試みられている．それは
Foucault（1976/1990）がバイオ・ポリティクス（生政治）と名付けた，個々人をよりよく生かす―
すなわち身体と健康の「管理」ができる―システムとも言えるだろう．例えば「津梁ネットワー
ク」においては，県民の特定検診結果を医療情報システムと連動させ，患者の病を「重症化予防」
するプランを実行したり，脳卒中，心筋梗塞，糖尿病の患者を主な対象として，各医療機関が医療
情報の共有を効率的に行いながら「65歳未満健康・死亡率の改善」に向けたプロジェクトを動か
したりしている（比嘉， 2018）．
　このように電子化された医療情報の一次利用は，個々の「使用価値」のみならず，ある種の「交
換価値」を伴うようになったといえよう．具体的には，看護師にしろ，介護士にしろ，医師にしろ，
患者自身にしろ，情報を自らが利用するのみならず，一定レヴェルで相互に交換することによって，
自分たちが患者に提供するサービスが向上する，もしくは自分が受ける医療サービスが向上すると
いう「互酬性」をもつ交換となっているからだ．互酬性とは双方に利便性を供与しあえる交換であ
る．人間の共同体における交換では，贈与論の古典であるMauss（1925/2002）が指摘したように，
交換の三つの義務―相手に贈る，相手から受け取る，相手に返礼する―が伴う．この三つの義
務が整わない交換関係では，人間関係が崩壊したり，心理的な過剰負担が生じたりする結果，交換
に関わる共同体が不安定になるとされている．もっとも，データを提供した返礼が自身の身体への
介入と健康管理というバイオ・ポリティクスの場合，余計なお世話な返礼と考えられるかもしれな
いが．つまり電子ネットワーク化における一次利用においては，診療記録は「交換価値」を伴って
「資源化」され，そこには「互酬性」が約束されながら，全てのステークホルダー（e．g．医師，患者，
介護士，理学療法士）が情報の授受を行っていると言えるだろう．
　では二次利用とは，どのような形で進んでいるであろうか？

3．電子化された診療情報の二次利用とその資源化

　診療録・診療記録の二次利用とは，一次利用と異なり患者自身の利益を離れたデータの活用であ
る．身近な例で言えば，がんの 5年生存率や平均入院日数などのデータは，診療記録の二次利用に
よって算出されたものである．つまり紙媒体カルテの時代から，診療録は二次利用されてきたのだ．
　しかし成清（2016，69）が 「電子カルテが普及するにつれ，『二次利用』のニーズが急激に高まっ
てきた」と指摘するように，電子化はその利用法を大きく変容しつつある．第一に病院ごとに診療
のデータを集積して，実態把握と現状分析をおこなうようになってきた．例えば診療録にDPCと
呼ばれる診療群分類によって患者の疾病名や手術例を記号化して記載すれば，同じ症例を電子カル
テから瞬時に取り出すことが可能となり，そのデータに電子化された患者の診療報酬（国民健康保
険の点数）記録を応用すれば，その患者に投与された薬剤や処置の記録も組み合わせて分析するこ
とも可能となる（例えば伏見（2016）を参照）．つまり病院の診療行為と経営のレヴェルアップをす
るための統計分析利用として，二次利用が展開しているのである．また，前述の地域包括ケアの中
でも，その動きが進んでいる．大江（2017）の報告にあるように，個々の施設が持つ医療データを
集積して分析すれば，各地域における医療実態が明らかとなり，地域ぐるみで医療の向上をはかれ
るというのだ．
　では資源化という観点において一次利用と，上記のような次元での二次利用との差異は何であろ
うか．それは「互酬性」が喪失する点である．患者は情報を提供するだけで，自分自身の利便性に
は関与しない．また「使用価値」も「交換価値」も大きく性質が異なる．患者が提供するのは「個
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人」の治療を目的とした情報であるが，そのような「使用価値」が交換を通じて含まれなくなる．
更に，その情報を受領して分析した交換相手における「使用価値」は，病院経営や診療行為の向上
という患者が利用した一病院の利便性や，地域医療の円滑化という患者の居住地域の利便性という
形で現れる．その利便性を交換の返礼として患者が受け取ったと仮定しても―「公共の福祉」と
も判断されうるが―個人の「使用価値」はない．すなわち以上のような形における二次利用では，
患者の医療情報の交換価値が上がる一方で，使用価値は下がっていく．また交換にかかわる人間関
係でも，互酬性のレヴェルが極度に落ち，且つ交換の三大義務である贈与と受領と返礼の一連のシ
ステムも，形骸化する側面がでてきているのである．
　しかしながら本稿の 1で記したように，二次利用がこの範疇に収まることは，診療情報において
も無い．世界中で医療ビッグデータの利活用がもて囃される中にあり，日本もその波に乗るのは遅
かれ早かれ来ることであったのであろう．その期待を背負ったのが，2017年に公布，2018年に施
行された「医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律」である．これは診
療情報の利活用を発展させるための政策・法律と言えよう．なお一般には「次世代医療基盤法」（稀
に「医療ビッグデータ法」）と呼称されている．そして以下に詳述するように，次世代基盤法は診療
情報の資源化を飛躍的に進展させ，その交換の意味とそれに伴う社会関係を大きく変容させる可能
性を有するのである．

3.1　次世代医療基盤法と医療情報の資源化
　日本の診療情報のネットワーク化と二次利用は，吉原博幸氏や山本隆一氏といった医師・研究者
たちの診療録の電子化とネットワーク化そして標準化といった 1990年代以降のたゆまぬ努力の積
み重ねによって進められてきた1）．しかし，斎藤＆石丸（2018，5―6）が指摘するように 2010年代に
なると「諸外国では2），専門事業者が様々な医療機関等から幅広く収集した医療情報を基に，汎用
性の高いデータベースを整備」されたが，日本では「個々の医療機関」の自助努力に依存してきた
ことや「匿名化された個人情報の取り扱いが明確でなかったこともあり」，データに偏りや汎用性
の乏しい状況であると考えられるようになってきた．その結果として「個人情報保護法」の改正と
「次世代基盤法」が登場する．
　診療録とはそもそも個人情報の中でも最も秘匿性の高いものの一つである．それを匿名化して扱
う規制の整備を考えた際，まず着手されたのが「個人情報保護法」の改正（平成 27年法律第 65号），
「行政機関個人保護法」と「独立行政法人等個人情報保護法」（平成 28年法律第 51条）の改正と言
えるだろう．これらの改正により，「医療分野における個人情報を匿名加工または非識別加工して
医学研究に利用するルールを明確にした」一方で，「病歴，心身の機能の障害，健康診断等の結果，
医師等による指導，診療または調剤に係る個人情報が要配慮個人情報とされたことにより，個人情
報保護法上は，その取得が原則として禁止され（同法 17条 2項，また，オプトアウトによる提供
も原則として禁止された（同法 17条 2項）」からである（宇賀， 2018）．つまり，データ構築のため
の規則ができた一方で， 使用する事前の書面による同意―インフォームド・コンセント―によ
る医療情報の提供が必要となったのである．これにより，個人情報の秘匿性と個々人の権利が担保
されると目されるようになったと言われている．
　しかしながら，これらの改正対しビッグデータ活用の目的に沿えないという疑義が生じてしまう．
斎藤&石丸（2018，7）によれば，「事前の本人の同意なしに医療情報収集をできなくなった」法規
定では「医療業界における慢性的な労働力不足」も手伝って，大規模なデータ構築に必要な情報提
供が「消極的になる懸念」が散見するようになったのである．この懸念を払拭し，本来の目的であっ
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た汎用性の高いデータベースとするために制定されたのが「次世代医療基盤法」と言えるだろう．
　2018年 4月 27日の閣議決定にあるように，次世代基盤法の目的は「オールジャパンのデータ利
活用基盤の構築」と宣言されている （内閣官房健康・医療戦略室，2018a，1）．その切り札として
考案されたのが「認定匿名加工医療情報作成事業者」という新しい組織・団体である（以下「認定
事業者」）．なぜなら各医療機関は患者の診療記録を，この認定事業者にオプトアウト（本人の事前
同意は不要だが，本人が拒否を表明した場合は，停止される）の形で提供できるようになるからで
ある．すなわちインフォームド・コンセントを必要とせずに，この認定事業者にデータが集約され
る制度となっている．もっとも山本（2017）が指摘するように，次世代基盤法では「丁寧なオプト
アウト」―事前に患者に周知されることを前提としている―を採用している3）．そこで一般的
なオプトアウト方式とは一線を画するため，患者のプライバシーの権利を侵害しない一方で，医療
情報の提供を阻害すると目されてきた煩雑な事前同意（インフォームド・コンセント）を必要としな
いため，情報の提供が推進されると考えられている4）．
　認定業者の登場によって医療情報を利活用するという具体的なモデルは，内閣官房健康・医療戦
略室（2018）が作成した［図 3］［図 4］に示されている．第一に各医療機関から集積した患者の診
療録や診療記録が，匿名加工された上で，様々な機関において研究のために利活用される．第二の
利活用の段階では，第一段階の研究結果を基に，a．薬の副作用の発見，b．患者へ最適な治療法
を医師がエビデンスを根拠に選択可能にするという患者への利益還元，c．ビッグデータ解析を参
考にした保健医療政策の改革案，d．個々人に最適な生命保険や健康フィットネス・プログラムの
提案をサポートするエビデンスの提供といった，ある種の公共の福祉と個々人の利便性に貢献する
ことが想定されている．もっとも上記のような利活用の過程においては，IT企業や製薬会社や保

国民や医療機関等への
価値のフィードバック
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化
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住所 東京都
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…
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［図 3］　次世代基盤法における各組織・団体の関係のイメージ
（内閣官房 健康・医療戦略室， 2018bより作成）
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険会社といった私企業の利益も含まれるため，純粋に公共の福祉や個々人の利便性のみに還元され
るとは言い切れない．しかも第三段階としてデータ利活用は，私企業が金銭との「交換価値」を生
み出す「商品」―例えば新しいタイプの保険商品，新しい医薬品―として受領・売買され，且
つ，それが私企業に金銭的な利潤をもたらすことも忘れてはならないだろう（だからこそ，次世代
基盤法に関連する政策には内閣官房を中心としつつ，厚労省のみならず経産省も大きくコミットし
ていると考えられる）．
　ではこのシステムを支える要である「認定事業者」の特徴とは，いったい何であろうか．内閣官
房でこの政策に携わっている岡本（2017）によれば，「個人情報保護法の特例」として，医療機関か
ら収集した実名の生データを「安全に管理」し，研究機関に情報提供する際に必要な「匿名加工」
をする団体としている．また汎用性の高いデータをもたらすために，集積された記録を利用する研
究機関が申請した場合，二つ以上の認定事業者同士が持つデータを相互に照合して同一患者のデー
タを取りまとめ，それらを匿名化して当該の研究機関に提供することも可能だとされている．つま
り汎用性の高いデータベースを認定事業者らによって構築されているのである．なお医療機関が自
らの診療録や診療記録を認定事業者に提供するか否かは，各機関の選択に委ねられている．
　組織としての認定事業者には，NPOと公共交通機関を合わせたような側面がある．第一に事業
者は鉄道会社と同様，官営ではなく民営でありながら，厳しい国家的な規制がかけられている．第
二に鉄道会社と同様，安全管理には特に万全を期さねばならず，一般の企業以上に情報漏洩や不当
な情報利用はご法度とされ，罰則規定が定められている．第三にNPOと同じく，営利を求めるこ
とは許されていない．第四にNPOとは異なり，国家からの補助金を幾ばくかは望めるが，補助金
を頼みとした運営は許されず，匿名加工したデータを利用するユーザー負担によって，運営費は主

［図 4］　次世代基盤法における手続きのイメージ
（内閣官房 健康・医療戦略室， 2018bより作成）

患者・国民 ①受診等

③提供停止の求め

⑤既に提供された情報の削除の求め

④情報提供

②通知
医療機関等Ａ

医療機関等Ｂ

医療機関等Ｃ

○最初の受診時に書面で行うことを基本。
（法施行前から通院している患者を含む）

○本人との関係に応じて，より丁寧な形で
　通知を行うことは医療情報を提供する医
　療機関等の判断。

○16歳未満又は16歳以上で判断能力を
　有しない者の場合は，保護者等に対して
　も通知。

○医療機関内での掲示，ホームページへ
　の掲載等により，いつでも医療情報の
　提供停止の求めが出来ること等を周知。

○通知後，医療情報の提供
　停止を求めるために必要な時
　間を置く。
　（30日間を目安とする。）○受診時に口頭を含め医療機関等の窓口で可能。

○その後もいつでも認定事業者で受付可能。

○本人等からの問い合わせの窓口機能を確保。
○本人を識別可能な情報は可能な限り削除。

本人は提供
拒否可能

個人情報

認定事業者Ａ 認定事業者Ｂ

匿名加工氏名 山田太郎
住所 東京都

氏名
住所

…
…



診療記録の資源化　149

に賄われる仕組みになっている．なお筆者が聞くところによれば，認定事業者は一団体に集約され
るのではなく，三団体が国から許認可を受け設立されることが見込まれているそうである．
　では次世代基盤法がもたらす医療情報の「二次利用」とは，社会学的には如何なる意味を持つだ
ろうか．すなわち，診療録・診療記録の性質をどのように変容させ，その資源化を進めるのであろ
うか．
　第一に挙げるべきは「交換関係」の大きな変容である（［図 4］を参照）．患者Aが病院Bに提供
する情報と，BがAに対して情報を基に提供する医療サービスは，自分の治療や健康という利益と
等価な「交換価値」を持つ．また診療録自体に患者の治療という「使用価値」がある．一方で病院
Bから認定事業者Cに患者Aの情報を提供する場合，事業者Cにとって患者Aの情報には「使用価
値」は無いに等しい．なぜなら患者Aの情報を利用して，利便性をCが享受するわけではないから
である．更に交換関係としても，患者Aと病院Bは，事業者Cに情報を提供するのみという関係性
が成立している．つまり事業者Cは返礼を患者Aにすることがないのであるから，Maussの理論
が想定している交換の三大義務のうち，返礼の義務を怠っていることになる．ここに贈与の過剰に
起因する，贈与における互酬性と三大義務によって成立する安定的な交換関係の崩壊がみてとれる
だろう．
　第二に「交換価値」も大きく変容する．認定事業者Cの側から見ると，提供者側ではなく研究機
関Dへ受領した患者Aの情報を差し出し，研究機関Dは認定事業者Cに返礼として謝金・使用料を
支払うからである．ここにおいて，研究機関Dと認定事業者Cの間では，交換が「売買」という形
で実践される．つまり診療情報は「商品」になるべく，マルクス（1989，120）が言うところの「命
がけの飛躍」を遂げたことになる．
　この「命がけの飛躍」について，詳しく見てみよう．事業者Cにとっては「使用価値」が無い患
者Aのデータ（CがAの情報を自分で利用する意味は全くない）を，機関DがDにとっては「使用価
値」の権化である患者Aを含めた大規模な診療録データ（利活用と呼ばれるように，研究開発など
診療録を用いることに有用性があること）を入手することになる．すなわち，その「使用価値」が
価格として実際の金銭になるのである．ここに診療録の価値に大きな変容が起きたことになる．な
ぜなら「商品化」を伴う「資源化」を果たしたからである．
　生命・健康に関する物品の資源化において，贈与の過剰と商品化と聞いて，医療社会学・医療人
類学者がすぐにでも想起するのは臓器移植である．臓器移植では，臓器ドナーは「命の贈物」と英
米で呼ばれるように生命を左右する心臓などの臓器を与えるが，臓器レシピアントは受益するのみ
で何も返礼することができない．なぜなら人体（臓器）の資源化はされても，臓器の交換による人間
関係の構築と臓器の商品化を恐れているからである．その結果として，Maussが提示した普遍的
な交換の原則・義務が崩壊し，贈与の過剰状態が永続してしまう．その結果，臓器レシピアント側
は贈与の過剰に起因する―すなわち，贈物に対して返礼ができないので，その負債を返せないと
いう―精神的な負担のみならず，「贈りっぱなし」な臓器ドナー側には複雑な心理―受けた側
は利便性を享受して生命を維持する一方で，贈与側は親密な他者を喪失し，提供が死者にとって正
当な最期であったかという葛藤を抱える―といった課題を含めた様々な社会・心理問題が生じて
いることが報告されている（例えば，Fox & Swazey， 1974; Wilson, 2000）．この分野のパイオニア
であるFox とSwazeyにより，この心理・社会的問題は「贈物の専制・贈物による圧制」（tyranny 
of the gift）と名付けされ（1992，40），現在でも議論され続けている現象である．
　では次世代基盤法の下で行われる診療録・診療情報の交換システムは，「贈物の専制・贈物によ
る圧制」のような状況へと誘引するのであろうか．端的に言えば，診療録・診療情報は臓器の使用
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価値とは異なり，生命を左右するほどの価値は伴わないが，異なるレヴェルで類似した問題が生じ
る可能性はあるだろう．なぜなら以下に詳述するように，人類社会が築き上げてきた普遍的な贈与
関係を，歪な構造に転換させてシステムを安定化させようとする点において，臓器移植と類比的だ
からである．
　次世代基盤法における交換では，患者と病院施設は事業者に贈与をするのみで，事業者からの返
礼は皆無である．さらにデータを受け取り保管した事業者は，データの使用価値を追求することは
なく，専ら交換価値を追求しなくてはならない．まず事業者は，受領したデータを，自らの労力に
おいて加工した情報を商品として様々な組織・機関に供与する．しかしながら事業者は利益追求を
禁じられているため，自らの労働によって生産した商品の「交換価値」を著しく低く抑えた状態に
強制的におかれてしまう．情報が「命がけの飛躍」を遂げて，商品化したにもかかわらず，その交
換価値がある意味で貶められることになるのだ5）．したがって，贈与としても，売買としても，き
わめて異例な状況に患者，病院施設，認定事業者はおかれると言えるだろう．
　では次に，認定事業者からデータを買い取り利活用する側を考えてみよう．事業者から入手した
データ分析を基に研究を進め（前述の利活用の第一段階），そこから公共の福祉的なサービスへと還
元される（前述の利活用の第二段階）場合，情報を提供した患者と病院施設に対する返礼の使用価値
は，非常に高くなって戻ってくると言えるだろう．なぜなら診療録・診療記録の提供という贈与は，
医療サービスや政策の向上といったものになるため―提供しない人間はタダ乗りできるのである
が―最終的に贈与側が大きく報われる（返礼を受け取る）からだ．したがって，「贈物の専制・贈
物による圧制」を導く可能性はかなり低いと予測されうる．しかしながら商品化された情報の供与
を，交換価値を著しく抑えた形で交換を強いられる「認定事業者」の社会的な位置づけは，この様
な交換の最終的な着地点を鑑みても，困難を伴う可能性は否定できないだろう．なぜなら，人類社
会が普遍的に享受してきた交換の義務や売買のシステムから，かなり外れてしまうからである．も
しかしたら，旧ソ連邦を始めとした共産主義体制の国営企業やイタリアのファシスト政権は，市場
と価格を統制していたため，その体制と極めて近いのかもしれないが，本稿の考察範疇を超えるの
で，ここでは深く追究をしないでおきたい．
　第三に利活用において民間私企業が交換価値を最大化するように，すなわち利潤を追求すべく商
品化を目指した（前述の利活用の第三段階）場合は，どうであろうか．患者と病院施設といった情報
を贈与した側は，最終的に提供者のほうが再び金銭を贈与することでした，返礼を受け取ることが
できない．したがって二重の贈与という，過剰な贈与を生じる結果になる．にもかかわらず「贈物
の専制・贈物による圧制」という現象さえ抑圧してしまうシステムであると考えられる．なぜなら
返礼は「命がけの飛躍」を遂げた「商品」であり，金銭で対価を支払って享受する以上，Mauss
が指摘するような贈与の三大義務や互酬性を超えた次元に，交換関係が移動させられているからで
ある．贈与の過剰状態にありながら，且つ，人命や健康という使用価値を伴いながら「贈物の専制・
贈物による圧制」という現象さえ生じさせず，逆に「商品」として売買の対象となる状況に転換さ
せられていくのだ．この状況は一般の交換とも，商売とも，臓器移植とも異なるため，将来的には
新たな考察対象へと発展する可能性を秘めていると考えられる―古典派経済学的にも生命倫理学
的にも，搾取とよばれる状態との類似点を指摘されるかもしれないが．
　このように次世代基盤法は，診療録・診療記録を多様な形で資源化をもたらす．そこでは商品化
も伴うため，医療情報における交換関係のみならず，その使用価値も交換価値も変容させてしまう
だろう．更には，贈与に伴う普遍的で社会的な義務・規範を超えるため，新たな人間関係と経済シ
ステムを形成することが見込まれる．ただしその展開過程は，人類社会において未知の領域が多い
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ため，今後の注視が必要といえるだろう．

4．結語: 診療録・診療記録の資源化

　本稿では，電子化に伴う診療録・診療記録の資源化とは如何なるものであるのかを概観してきた．
記録の「交換」を通じて資源化がなされるため，その情報の使用価値と交換価値の変容，ならびに
人類が社会・文化的に普遍的に構築してきた贈与のシステムと人間関係の変容といった側面に焦点
を当てて探究に努めてきた．それは診療情報の電子化にまつわる社会・経済・人類学的な考察―
すなわち，正に科学技術社会論の射程範囲―の議論を企図したのである．結語にあたり，本稿で
何が明らかとなり，そこから今後を展望し，更に科学技術社会論における課題とは何かを総括して
いきたい．
　結論として，資源化の過程は，診療録・診療記録の一次利用と二次利用で異なる様相を示すこと
が，まず明らかとなった．一次利用においては情報の資源化はされていても，交換関係においては
何ら変化をもたらさない．すなわち，情報を与える患者も，情報を受け取る医療・福祉施設も，「互
酬性」を担保にした交換関係が形成されるからである．その意味では，資源化のメリットが大きく，
デメリットは非常に少ないことが予測されるであろう．
　他方，二次利用においては診療録・診療記録の交換をめぐる社会関係が大きく変容するばかりか，
2018年施行の「次世代基盤法」が想定する以降の状態と，それ以前で可能である状態では大きく
異なることも，本稿では明らかになった．この法律以前で可能な二次利用とは，主に個々の患者の
情報を各病院施設や行政組織が，病院の治療・経営の向上，はたまた公共の福祉に資するような形
態で活用されるものである．したがって診療録の二次利用は，一次利用の際に付帯していた患者個
人の治療に有益であるといった「使用価値」は喪失された形で患者から贈与される一方で，病院や
行政にとってはデータ分析という有益な「使用価値」を持って受け取られる．すなわち「交換価値」
が一方的に上がっているのである．しかしながら，患者側は自分が診療を受ける病院の経営や治療
水準の向上という，ある種の公共の福祉的な形で返礼を受け取ることになるため，交換における互
酬性がギリギリのところで担保されるとも考えられる．すなわち本稿では「互酬性」が担保できる
か危うい状況に交換関係が移行するようになることを明らかにしたのである．この点は科学技術社
会論において，今後は若干の考慮が必要になるかもしれない．
　一方で次世代基盤法が想定する二次利用においては，根源的に交換関係を変容させる可能性が高
い．第一に認定事業者という中間団体が交換を介するようになるが，この団体が自らの労働を投下
することにより医療情報を「商品化」すなわち金銭で交換する物品に転換させることを本稿では指
摘した．そして医療情報が商品となる以上，交換の意味と交換によって築かれる人間関係性が―
マルクスが「命がけの跳躍」と呼ぶように―相当に変化していくことは社会学・経済学・人類学
の知見からみて自明であると触れたのである．したがって，この点に関しては，経済学と社会学そ
して何より科学技術社会論の課題へ発展する可能性も大きいと思われる．
　第二に，認定事業者より購入した加工データを利活用して，公共の福祉的なサービス（例えば，
ある疾病患者に対する最適な治療法を選別する方法論の確立，薬の副作用の発見）に還元する場合，
認定事業者に無料で情報提供した患者と病院が，高い返礼を受け取ることになるため，ある種の互
酬性は担保されると考えられる．だが認定事業者が「商品」として提供した情報の「交換価値」は，
国の規制により非常に低価に抑えられるといる宿命を背負ってしまうことも，本稿では判明した．
そのため，交換の原理からも，資本主義の経済原理からも，不可思議な状況に置かれた資源化・商
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品化が生じていくことが予測されたのである．そこで今後においては，科学技術社会論のみならず
社会科学全般の知を動員して分析する対象となりうることも，心に留めておくべきであろう．
　第三に，私企業がその交換価値を最大化するような形で，医療情報の二次利用を行う場合は，非
常に歪な交換関係が生ずる可能性が高いことも，本稿では議論された．なぜなら患者と病院施設は，
無償で医療情報を贈与したにもかかわらず，返礼を受け取ることがないか，はたまた，返礼を享受
する際には，私企業が提供する商品を購入することになるからである．つまり「互酬性」を伴わな
い，過剰な贈与状態に患者と医療施設が置かれてしまうのである．だが過剰な贈与の状態において
は，人類学・社会学的には臓器移植で見られたように「贈物の専制・贈物による圧制」が生じるも
のである．しかしこの場合においては臓器移植と異なり，無償で情報を贈与された事業者から，そ
れらを商品として購入した私企業が更に自らの労働を相当に投下した「商品」として，本来的に提
供者側である患者や病院施設が購入することによって，提供者側がその使用価値を享受する―つ
まりは返礼を受け取る―ことになる点を手短に議論した．その結果，患者と私企業の間に生じる
心理的な葛藤を市場原理の中で隠蔽してしまうことも予測されたのである．したがって臓器移植に
おいて展開していた，人類社会における交換の普遍性をある意味で約束していた「専制・圧制」さ
えも抑圧する体制ということもできるのである．
　そして「贈物の専制・贈物による圧制」を生じさせる臓器移植における最大の禁忌は，その医療
の出現以来「臓器売買」であり続けている（もっとも闇取引は絶えないのであるが）．人間の健康に
関与し資源化されて交換価値を生むこと―すなわち商品化―に対する倫理的葛藤が存するから
である．したがって診療録・診療記録のビッグデータを利活用して商品化された物品やサービスの
「交換価値」をどのように位置づけるのか，特に私企業が「商品化」する際の金額に関して，社会的・
倫理的問題が派生することも視野に入れる必要があるであろう．

■注

1）医療情報のネットワーク化とその二次利用の進展における，吉原博幸氏の貢献は特筆すべきものがあ
る．1995年の宮崎でのSea Gaia Meetingから始まり，90年代以降Delphine Projectという地域の異な
る医療施設における医療情報の相互接続を可能にする基盤を整え，更に 2000年代に熊本や京都の地域
におけるデータセンターとネットワーク化を構築していった．2015年より始動した「千年カルテプロ
ジェクト」では，次世代医療基盤法のみならず，地域医療基盤と地域包括ケアを支えるシステムとネッ
トワークを形成させていっている（例えば，吉原 2018参照）．この様な民間の研究者の下支えがあって，
次世代医療基盤法が展開している点は，欧州などでは国が主導権を握って始動したのと対照的であろう．

2）EUでも医療情報データベースの発展には域内で大きな格差があり，この様な状況にある国はマジョ
リティとは言えない．近隣の中国や韓国や台湾でも医療データベースの発展と利用について大きな発
展に関し，筆者は寡聞にして聞かない．したがってここで述べられている『諸外国』とは，エストニ
ア等の一部の医療データ活用先進国を指していると思われる．実際，2017年の「第 18回日本医療情
報学会学術大会」においては，日本の政策担当者のほかに，エストニアの医療情報政策に関係の深い
Ross(2017)が招聘されて講演をしたが，理想的なモデルの一つとしての紹介であった．

3）この法律におけるオプトアウトの構成要件の議論としては，弁護士の吉峰（2018）の論考を参照され
たい．またこの法律におけるオプトアウトと，一般的なインフォームド・コンセントとの差異について
の議論は，米村et al （2018）によるこの法律に関する専門家の鼎談を参照されたい．

4）なお医療と診療録と診療記録を管理する現場の声として例えば中山（2018）は , 「丁寧なオプトアウト」
とは「雑なインフォームド・コンセント」との差異を含め , 何をもって「丁寧」とするのか判別しにく
いため , より具体的な規定が必要であり , それがあってこそ , 情報提供が円滑に推進されるという見解を
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持っている . 
5）この問題を考察する場合は , 商品化と交換の関係性 , 商品化と労働の関係性については , マルクス
（1989）の分析を参照されたい . 
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On Quasi-Commodification and Quasi-Recycling of 
Personal Health Records: Reflection on the So-Called 
Medical Big-Data Analysis Act 2018 under the Era of 
Degitalisation of Patient Records

Abstract

　 This article explores the prospective social impact of a law that enacts in 2018.  The law lets Japan 

implement a system that allows researchers to use a huge set of anonymised personal health records 

(PHR) for research, big data analysis in particular.  PHR had basically used for clinical practice by the 

end of the last century but the emergence of electronic health records (EHR) changes its story.  EHR 

enables researches to use accumulated PHR for various research including big-data analysis.  Behind this 

backdrop, the aforementioned law was established.  This paper thus discusses how not only the nature of 

PHR but also the relation amongst medical practitioners, patients, health researchers, and IT specialists 

who handle collected EHR would be transformed in tandem with such secondary usage of EPR.  To do 

so, the author draws on the theory of (gift) exchanges from sociology and economics as it facilitates 

illuminating the change in the value of PHR through its exchange process including the process of its 

sale.  This study is hence intended to offer a case study of the ongoing quasi-commodification and quasi-

recycling of PHR in Japan.
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